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１. 16年  3月期の連結業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 16年 3月 31日）
(1)連結経営成績 （記載金額：百万円未満切り捨て）

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年  3月期 96,832 △ 5.8 1,239 △ 30.4 52 -

15年  3月期 102,758 △ 6.2 1,781 61.3 △ 334 -

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当
期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

16年  3月期 830 - 10.06 - 2.7 0.0 0.1

15年  3月期 △ 8,670 - △ 107.15 - △ 24.7 △ 0.2 △ 0.3

(注)①持分法投資損益　該当事項はありません。

     ②期中平均株式数（連結）　16年  3月期    81,159,947 株　　　15年  3月期     81,187,831 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年  3月期 112,295 31,841 28.4 392.19

15年  3月期 121,372 30,573 25.2 376.31

(注)期末発行済株式数（連結）　16年  3月期    81,154,238 株　　　15年  3月期    81,166,741 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

16年  3月期 5,681 2,381 △ 10,274 11,215

15年  3月期 9,698 5,445 △ 23,214 16,857

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  12　社   持分法適用非連結子会社数　-　社   持分法適用関連会社数　-　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規） 4　社  （除外） 7　社   持分法（新規）-　社  （除外） -　社

２. 17年  3月期の連結業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 47,000 510 70

通　　期 98,500 1,840 880

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               10円 84銭

※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、様々な不確定要素が内在しております。

   実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提となる仮定及び業績予想

　 のご利用にあたっての注意事項等につきましては、添付資料の８ページを参照してください。
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企業集団の状況 
  当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、戸建住宅の請負、設計及び施工、戸建分譲住宅及び分譲マンショ

ンの施工及び販売、工業化住宅部材の製造及び販売を行っている住宅事業を主な事業とし、リゾートホテルの経営

を行うリゾート事業、不動産賃貸事業、その他（不動産の仲介事業及びファイナンス・リース事業等）各事業に関

連した事業活動を展開しております。 

  当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる主な事業内容と当社及び関係会社の当該事業における位

置付けと事業の種類別セグメントとの関連は次のとおりであります。 

 

 (1) 住 宅 事 業                ： （戸建住宅、アパートメントハウス） 
当社が主にプレハブ工法による戸建住宅等の請負、設計及び施工監理を行っており

ますが、九州地区については、エス・バイ・エル九州(株)(連結子会社)が、より地

域に密着した事業活動を行っております。また、エス・バイ・エル住工(株)(連結子

会社)が工業化住宅部材の製造及び供給、コングロエンジニアリング(株)(連結子会

社)が基礎工事を行い、ハウジングテクノ(株)(連結子会社)及びハウジングワークス

(株)(連結子会社)が建築工事を行っております。 

（戸建分譲住宅、分譲マンション） 
当社並びに、エス・バイ・エルトラスト(株)(連結子会社)、エス・バイ・エル沖縄

(株)(連結子会社)及びエス・バイ・エル九州(株)(連結子会社)が戸建分譲住宅及び

分譲マンションの販売を行っております。 

（代理店向け建設用部材） 

当社がエス･バイ･エル東北(株) (連結子会社) 及びエス･バイ･エル福井(株)(持分法

非適用の非連結子会社)等の販売施工代理店に工業化住宅部材の販売を行うととも

に、監理・指導を行っております。  

（一般建設用資材） 

当社が一般建設用資材の販売を行っております。 

 (住宅のフランチャイズ事業) 

エースホーム(株) (連結子会社)が在来軸組工法によるフランチャイズ事業を行っ

ており、エス･バイ･エル九州(株) (連結子会社) 、エス･バイ･エル東北(株) (連結

子会社) 他子会社３社に対してノウハウ及び資材の提供を行っております。 

 

(2) リゾート事業                ：    (株)軽井沢倶楽部(連結子会社)が石垣島及び軽井沢のリゾートホテルの運営を行っ

ており、そのうち軽井沢のリゾートホテルの建物については当社が所有し、(株)軽

井沢倶楽部に賃貸しております。なお、(株)宜野座カントリークラブ(連結子会社)

が開業準備中です。 

 

(3) 不動産賃貸事業  ：    当社、エス・バイ・エルトラスト(株)(連結子会社)及びエス・バイ・エル沖縄(株)

(連結子会社)が不動産の賃貸を行っております。 

 

(4) その他の事業                ： （不動産仲介事業：不動産仲介料収入） 

エス・バイ・エルトラスト(株)(連結子会社)が不動産仲介斡旋事業を行っておりま

す。 

（ファイナンス・リース事業：ファイナンス収入、リース収入） 

エス・バイ・エルトラスト(株)(連結子会社)が、ファイナンス・リース事業を行な

っており、当社の顧客に対する住宅資金の貸付、当企業グループ内での車両、事務

用機器等のリース等を行っております。 

（ホームセンター事業：日用雑貨） 

エス・バイ・エルホームセンター(株)(連結子会社)がホームセンター事業を行って

おります。
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以上の企業集団の状況について事業系統図を示すと次のとおりであります。

事 業 事 業

区 分 関     係     会     社     等 関     係     会     社     等 区 分

戸建住宅等の請負､設計及び施工 設備の賃貸 リゾートホテルの経営 リ

戸建分譲住宅の設計及び施工 ※1  (株)軽井沢倶楽部 ゾ

住宅のアフターサービス エ －

※1 ｺﾝｸﾞﾛｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株)  建築工事 ト

※1 ﾊｳｼﾞﾝｸﾞﾃｸﾉ(株)  資材の供給 ス ゴルフ場の経営 事

※1 ﾊｳｼﾞﾝｸﾞﾜｰｸｽ(株) ※1  (株)宜野座ｶﾝﾄﾘｰｸﾗﾌﾞ 業

住 ・

不

九州地区における戸建住宅等の バ 動

請負､設計及び施工 不動産の賃貸 産

戸建分譲住宅の設計及び施工 イ ※1 ｴｽ･ﾊﾞｲ･ｴﾙﾄﾗｽﾄ(株) 賃

住宅のアフターサービス 部材の供給 ※1 ｴｽ･ﾊﾞｲ･ｴﾙ沖縄(株) 貸

※1 ｴｽ･ﾊﾞｲ･ｴﾙ九州(株) ・ 事

宅 業

分譲マンションの施工   建築工事 エ

※2 ｴｽ･ﾊﾞｲ･ｴﾙ明成建設(株)

 資材の供給 ル 仲介斡旋 不動産の仲介斡旋

戸建分譲住宅及び分譲マンショ ※1 ｴｽ･ﾊﾞｲ･ｴﾙﾄﾗｽﾄ(株)

ンの販売 建築工事 株

※1 ｴｽ･ﾊﾞｲ･ｴﾙﾄﾗｽﾄ(株) リース等 ファイナンス・リース事業 そ

事 ※1 ｴｽ･ﾊﾞｲ･ｴﾙ沖縄(株) 式 ※1 ｴｽ･ﾊﾞｲ･ｴﾙﾄﾗｽﾄ(株) の

他

工業化住宅部材の製造及び供給 部材の供給 会 商品販売 ホームセンター事業 の

※1 ｴｽ･ﾊﾞｲ･ｴﾙ住工(株) ※1 ｴｽ･ﾊﾞｲ･ｴﾙﾎｰﾑｾﾝﾀｰ(株) 事

社 業

工業化住宅部材等の運搬 部材の運搬 室内装飾品の販売

※3 堀内商事(株)

(

※3 ｴｽ･ﾊﾞｲ･ｴﾙﾌｧﾆﾁｬｰ(株)

業 当 商品販売

当社の住宅の販売代理及び施工 社

※1 ｴｽ･ﾊﾞｲ･ｴﾙ東北(株) 部材の供給 ）

※2 ｴｽ･ﾊﾞｲ･ｴﾙ福井(株)

住宅のフランチャイズ事業  ※1  連結子会社 12社

※1 ｴｰｽﾎｰﾑ(株)  ※2  持分法非適用の非連結子会社  2社

 ※3  持分法非適用の関連会社  2社
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関係会社の状況 
     

名 称 住 所 資 本 金
(百万円)

主要な事業の内容 議 決 権 の
所 有 割 合

関 係 内 容 

エス･バイ･エルトラスト 
株 式 会 社 

大阪市中央区 498百万円

住宅事業 

 

不動産賃貸事業 

 

その他の事業 

100％

１．当社の不動産の仲介斡旋及

び下取業務 

２．当社が運転資金を援助（銀

行借入に対する債務保証を

含む） 

３．当社及び子会社が使用する

機械装置、車両、オフィス

コンピュータ等のリース 

４．当社が建築した建物の販売

役員の兼任等    ４名 

（うち当社従業員  １名）

エス･バイ･エル住工 
株 式 会 社 大 阪 市 北 区 80百万円 住宅事業 100％

１．当社が使用する工業化住宅

部材の供給 

２．当社のつくば工場及び山口

工場の賃貸 

役員の兼任等    ４名 

ｺ ﾝ ｸ ﾞ ﾛ ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 
株 式 会 社 

東京都品川区 100百万円 住宅事業 100％

当社が施工する住宅建築工事の

地耐力調査、地質調査及び基礎

工事の施工 

役員の兼任等    ２名 

株 式 会 社 
軽 井 沢 倶 楽 部 

東京都新宿区 90百万円 リゾート事業 100％

１．当社が設備資金及び運転資

金を援助 

２．当社のホテル軽井沢1130の

賃貸 

役員の兼任等    ２名 

株 式 会 社 
宜 野 座 カ ン ト リ ー ク ラ ブ 

沖縄県国頭郡 
宜 野 座 村 350百万円 リゾート事業 

 94.6%
( 0.3%)

当社が設備資金を援助（債務保

証を含む） 

役員の兼任等    ３名 

エ ス ･ バ イ ･ エ ル 沖 縄 
株 式 会 社 

沖縄県浦添市 100百万円
住宅事業 

不動産賃貸事業 
100％

当社が運転資金を援助 

役員の兼任等    ４名 

（うち当社従業員  １名）

エースホーム株式会社 東京都新宿区 100百万円 住宅事業 86％

当社が運転資金を援助 

役員の兼任等    ３名 

（うち当社従業員  １名）

エス･バイ･エル東北 
株 式 会 社          秋田県秋田市 50百万円 住宅事業 100％

１．当社が運転資金を援助 

２．当社が部材を供給 

役員の兼任等    ３名 

エス･バイ･エル九州 
株 式 会 社          

福岡市博多区 400百万円 住宅事業 100％

当社が部材を供給 

  役員の兼任等    ３名 

（うち当社従業員  １名）

ハ ウ ジ ン グ ワ ー ク ス 
株 式 会 社 

大阪市中央区 50百万円 住宅事業 100％

１．当社が運転資金を援助 

２．当社が施工する住宅建築工

事の外注先 

３．当社の設備の賃貸 

役員の兼任等    ４名 

（うち当社従業員  １名）
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名 称 住 所 資 本 金(百万円) 主要な事業の内容 
議 決 権 の
所 有 割 合 関 係 内 容 

ハ ウ ジ ン グ テ ク ノ 
株 式 会 社 

 
東京都新宿区 50百万円 住宅事業 100％

１．当社が運転資金を援助 

２．当社が施工する住宅建築工

事の外注先 

３．当社の設備の賃貸 

役員の兼任等    ３名 

エ ス ･ バ イ ･ エ ル ﾎ - ﾑ ｾ ﾝ ﾀ ｰ 
株 式 会 社 

東京都多摩市 50百万円 その他の事業 100％

１．当社が運転資金を援助 

２．当社の設備の賃貸 

役員の兼任等    ２名 

   （注） １．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しています。 

   ２．決議権の所有割合欄の（ ）内の数字は、間接所有割合であります。 

   ３．連結子会社のうち、特定子会社に該当するものはありません。 

   ４．有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

   ５．連結財務諸表に重要な影響を与えている債務超過の状況にある関係会社はありません。 

   ６．連結売上高に占める売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の割合が10％を越えてい 

       る連結子会社がないため、主要な損益情報等の記載を省略しております。 

 

 

 

経営方針 
[１]経営の基本方針 

 当社は「明日の魅力ある住まいを創る。」をスローガンに理想の住まいづくりに努めて、社会に貢献することを基

本理念としております。 

 この理想の住まいを現実にするのが空間（Space）と生活（Life）をかけ合せる、当社独自の「融合創造力」です。

ひとつ一つの事柄を重ねていく＋（プラス）の発想ではなく、生活を様々な視点からとらえ、多面的に組み合わせる

×（バイ）の発想。この考え方を基本に様々なお客様のニーズに応え、さらに期待を越える満足いく暮らしをお届け

することを基本方針としております。 

 グループ各社も、この基本方針を守り、お客様第一主義の経営に取り組んでおります。 

 

[２]利益配分に関する基本方針 

 株主の皆様に対する利益還元を最重要政策と考えており、業績に応じた適正な成果の配分を行うことを基本として

おります。 

 この方針のもと、配当につきましては安定配当を基本とし、記念すべき節目や期毎の収益状況、配当性向等を勘案

して、配当政策をたてております。当社は、中間配当は従来から実施しておりません。 

 

[３]中長期的な経営戦略と対処すべき課題 

 エス・バイ・エルグループは、「オリジナリティーの高い住まいを提供し、顧客満足を充足し、存在感のあるオン

リーワン企業を目指す」を中長期ビジョンとして掲げ、安定的な収益を継続的に生み出せる企業体質への改革に取組

んでおります。特に「①構造改革を強力に推進する経営②行動と成果を重視する経営③顧客情報ストックの飛躍的拡

大と利益率を重視する経営」を当社の行動指針として、企業間競争に「勝ち残る」ために、あらゆる面において改革・

革新を推進しております。 

 

 経営構造改革は以下のように取組んでおります。 

 

１．住宅業界において独自のポジションを確立し、こだわりの強い顧客層や個性派の要望に応えられるオリジナリテ

ィーのある商品を提供することにより、住宅業界における独自性のある企業を目指します。 

２．個性ある中高級住宅を、より多くのお客様に提供するため、「こだわり層」対策やご入居者全棟訪問対策などの

展示場外の営業活動を強化しています。 

 



 -5- 

３．昨年4月、関係会社で行っていたリフォーム部門を本体に吸収し、各部支店の営業担当者もリフォーム営業を行う

ことにより、リフォーム事業の拡大を推進しています。また、関係会社に委託していたサービス部門も本体に一

本化し、メンテナンス体制を更に強化してＣＳ(顧客満足)経営を推進しています。 

４．キャッシュ・フロー、手許現金及び資産の売却等を原資として、有利子負債の返済を進めるとともに、減損会計

を睨んだ対応を実施し、財務体質の改善を図っていますが、更に強靭な財務体質の構築に努めます。 

 

 以上の基本方針に基づき、拠点戦略、商品戦略、営業戦略、情報戦略等を強力に推進するとともに、コストダウン

への不断の取組みを更に強化してまいります。 

 

[４]コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
① 当社は、従来よりコーポレート・ガバナンスの充実を重要な経営課題と位置付けており、取締役の人数を絞り込

むことにより、取締役会が経営の意思決定を迅速かつ適正に行えるようにしております。また、諸施策の推進、

問題の解決がスムーズに果たせるように経営会議を充実させるとともに、各執行役員による経営執行の迅速化、

コミュニケーションの強化にも努めております。 

② 法令遵守(コンプライアンス)の意識向上を推進するため昨年6月に「エス･バイ・エルグループ企業行動憲章」及

び「エス･バイ・エルコンプライアンス行動規準」を制定いたしました。 

 さらに昨年10月には、コンプライアンスの徹底を図るための体制を体系的に整備し、新たに「コンプライアン

スリスク管理委員会」を創設するとともに、「コンプライアンス担当取締役」を任命いたしました。 

   

[５]環境保全活動への取組状況 

 人や暮らしへの配慮とともに、環境への配慮は経営にあって極めて重要な課題であり、環境への配慮なくして企業

の存続はありえないと考えております。昨年9月、当社のこれまでの環境保全活動への取組みや実績等をまとめた｢Ｓ

×Ｌ環境報告書2003｣を創刊いたしました。 

 当社は勿論のこと、関係会社及び協力会社と一体となった環境保全活動への取組みを強化しております。 

 

経営成績及び財政状態 
[１]経営成績 

 当期のわが国経済は、設備投資や輸出の増勢、完全失業率の低下傾向、個人消費の下げ止まり、株式市場の活況等、

明るい兆しはあるものの、円高の進行、長期金利の上昇傾向等マイナス要因もあり、デフレ不況からの脱却には至ら

ず、依然として予断を許さない状況が続きました。 

 住宅業界におきましても、所得環境の厳しさ､雇用環境の先行き不透明感から持家・建替え需要が伸び悩む中、企業

間競争は更に激化し、非常に厳しい受注状況が続きました。 

 このような厳しい環境の下、エス・バイ・エルグループ各社は売上の減少に歯止めをかけ､収益性向上を図るべくＣ

Ｓ経営の推進、商品力の強化、営業力の強化、固定費の圧縮、有利子負債の圧縮等、損益重視の経営に取り組みまし

たが、当期の連結売上高は、968億3千2百万円（前期比5.8％減）となりました。連結営業利益は12億3千9百万円（前

期比30.4％減）となり、連結経常利益は5千2百万円（前期は3億3千4百万円の損失）となりましたが、連結当期純利益

は、投資有価証券売却益及び役員退職給与引当金戻入益等を計上した結果8億3千万円（前期は86億7千万円の損失）と

なりました。 

 

【単独業績概要】 

 住宅需要の伸び悩みや競争激化により、当期の単独売上高は、807億5千7百万円（前期比0.5％減）となりました。

営業利益は2億7百万円（前期比79.0％減）、経常損益は2億3千6百万円の損失（前期は5億1千4百万円の損失）となり

ましたが、当期純利益は投資有価証券売却益及び役員退職給与引当金戻入益等を計上したことにより、13億円（前期

は95億5千4百万円の損失）となりました。 

 営業面におきましては、展示場外活動による組織的な情報開発力と営業戦力の強化を図りながら、マーケットにお

けるポジショニングの明確化及び収益向上のため中・高級商品のシェアアップに努めました。 

 新商品開発におきましては、シニア層をターゲットとする生活提案や独自性のある部材開発を行い｢シンプル＆モダ

ン｣｢小堀の住まい(ＨＹＴ構法)｣の商品力を強化いたしました。また、営業活動によるマーケティングデータをもとに

プランバリエーション、仕様の充実を図り、ネット住宅「Ｓｕｍ＠ｉ２１」の新バージョン「ファーストスタイル・

プラス」を昨年6月に発売いたしました。一方、自然界の超微電子（マイナスイオン）の働きなどの研究による「いい
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空気」や「いい水」の創造、浴室でのリラクゼーション等の「癒し」という新たな切り口と、業界で初めて規格化し

た優しいＲ屋根デザインなど、住まいづくりにおいて主導権の強い主婦あるいは女性の視点からのアプローチにも取

組みました。 

 生産面におきましては、全ての業務にわたって抜本的なコストの低減、効率化を推進し、更なる品質の改善に取り

組むとともに、安全・環境対策も更に強化いたしました。 

 財務面におきましては、有利子負債を前期末比74億4千4百万円圧縮し、残高は390億5千6百万円（前期末比16.0％減）

となりました。 

 

 セグメント情報に基づいた、各事業別の営業の状況は以下のとおりであります。 

 

【住宅事業】 

 住宅事業部門の売上高は、連結売上高の93.7％を占めております。住宅需要の伸び悩みと競争激化により、売上高

は907億2千8百万円（前期比5.0％減）となり、営業費用の削減に努めましたが、営業利益は28億9千4百万円（前期比

4.7％減）となりました。 

【リゾート事業】 

 ホテル軽井沢１１３０、ホテル石垣島のリゾートホテル事業は、売上高は15億4千7百万円（前期比4.4％増）となり、

また、経費節減と効率化に努めた結果、営業損失は前期比10.3％改善し、5億8千万円となりました。 

【不動産賃貸事業】 

 売上高は17億8千2百万円（前期比37.3％減）となり、営業利益は7億2千9百万円（前期比35.1％減）となりました。

これは主にＳ×Ｌ AMERICA,INC．及びＳ×Ｌ REAL ESTATE,INC．が米国において不動産の賃貸事業を行っておりまし

たが、前連結会計年度の２月をもって、賃貸ビルを売却したことによるものです。 

【その他の事業】 

 住宅需要の伸び悩みにより住宅のつなぎ融資事業及びリース事業は低調に推移しました。この結果、売上高は27億7

千4百万円（前期比4.8％減）となり、営業費用の削減に努めましたが、営業利益は2億1千6百万円（前期比36.0％減）

となりました。 

 

[２]財政状態 

 当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物は、投資有価証券の売却による収入があったものの、長

期･短期借入金の返済等による支出により前連結会計年度末に比べて56億4千2百万円（33.5％）減少し、当連結会計年

度末には、112億1千5百万円となりました。 

 有利子負債残高は、当連結会計年度末535億6千6百万円となり前連結会計年度末に比べて83億6千8百万円（13.5％）

減少しました。 

 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、56億8千1百万円（前期は96億9千8百万円）とな

りました。これは主に、税金等調整前当期純利益12億6千6百万円の計上と販売用不動産の積極的な売却を推進した

ことによるものであります。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、23億8千1百万円（前期は54億4千5百万円）とな

りました。これは主に、投資有価証券の売却による収入41億2千3百万円によるものであります。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、△102億7千4百万円（前期は△232億1千4百万円）

となりました。これは主に、長期・短期借入金の返済によるものであります。 

 

 なお、当企業集団のキャッシュ・フロー指標のトレンドは次のとおりであります。 
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第49期 

平成12年3月期 

第50期 

平成13年3月期

第51期 

平成14年3月期

第52期 

平成15年3月期 

第53期 

平成16年3月期

株主資本比率(％) 32.1 30.8 25.1 25.2 28.4 

時価ベースの 

株主資本比率(％) 
9.0 9.7 6.4 6.5 19.4 

債務償還年数(年) 10.2 13.0 28.0 6.4 9.4 

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ 
4.3 3.0 1.2 5.4 3.9 

※株主資本比率：株主資本／総資産 

 時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

 債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

  １．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

  ２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。 

  ３．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用

しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負

債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使

用しております。 
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[３]次期の見通し 

 今後の見通しにつきましては、景気回復の兆しも見えつつありますが、雇用･所得環境は依然として厳しく、個人消

費についても停滞が続くものと思われ、全体としては予断を許さない状況にあります。 

 住宅投資につきましても、引き続き減少傾向が続くものと思われ、勝ち残りをかけた企業間競争は、ますます激化

するものと予想されます。 

 エス・バイ・エルグループといたしましては､営業力の更なる強化を図り、オリジナリティーの高い住まいを提供し、

顧客満足を充足し、存在感のあるオンリーワン企業を目指します。また、原価の低減、経費の圧縮等により、収益性

の向上を図り、安定的な収益を継続的に生み出せる企業体質への改革に取り組んでまいります。 

 組織の再編成や営業エリアの見直しも進め、採算重視の経営に軸足をおいて、収益体質の強化を図るべく経営構造

改革を更に推進してまいります。 

 

 以上のような事業展開により平成16年度通期の業績見通しは、下記のとおりであります。 

 

記 

【連結業績見通し】 

売上高          ９８，５００百万円  （対前期比   １０１．７％） 

経常利益          １，８４０百万円  （対前期比 ３，４８０．１％） 

当期純利益            ８８０百万円  （対前期比   １０５．９％） 

 

【単独業績見通し】 

売上高          ８１，０００百万円  （対前期比   １００．３％） 

経常利益          １，２２０百万円  （対前期比      －  ％） 

当期純利益            ６７０百万円  （対前期比    ５１．５％） 
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連結貸借対照表 
                                                                                                （単位：百万円） 

資 産 の 部                                                 

科 目                   
当連結会計年度 

平成１６年３月３１日 

前連結会計年度 

平成１５年３月３１日 
増   減 

   資 産 の 部                

流 動 資 産                     

  現 金 預 金               

  受取手形・完成工事未収入金等               

  た な 卸 資 産               

  繰 延 税 金 資 産               

 そ の 他               

  貸 倒 引 当 金               

                              

固 定 資 産                     

 有 形 固 定 資 産                    

  建 物 及 び 構 築 物               

  機 械 装 置 及 び 運 搬 具               

  土 地               

  建 設 仮 勘 定               

  そ の 他               

  減 価 償 却 累 計 額               

 無 形 固 定 資 産                    

 そ の 他               

 投資その他の資産                             

  投 資 有 価 証 券               

  長 期 貸 付 金               

  繰 延 税 金 資 産               

  そ の 他               

  貸 倒 引 当 金               

繰 延 資 産                    

  開 業 費               

                              

 

４６，４２８ 

１４，１６６ 

１４，３８１ 

１４，８９５ 

６３２ 

２，３８７ 

△     ３４ 

 

６５，４４３ 

５３，７３７ 

３８，１７６ 

２，８８４ 

１８，５０８ 

７，６９３ 

３，７７５ 

△ １７，３０１ 

４５５ 

４５５ 

１１，２５０ 

７，０５１ 

８４２ 

１５８ 

４，３３６ 

△  １，１３７ 

４２２ 

４２２ 

 

 

５８，１６３ 

１９，９３７ 

１４，６２０ 

１９，０６５ 

８６２ 

４，０８０ 

△    ４０３ 

 

６３，２０９ 

４８，４３９ 

３８，６５４ 

３，１２８ 

１９，２２２ 

１８ 

３，９７９ 

△ １６，５６３ 

２８９ 

２８９ 

１４，４８０ 

６，０８８ 

４，７２１ 

１１７ 

４，４４１ 

△    ８８８ 

－ 

－ 

 

 

△ １１，７３４ 

△  ５，７７１ 

 △    ２３９ 

△  ４，１６９ 

△    ２２９ 

△  １，６９２ 

３６９ 

 

２，２３４ 

５，２９８ 

△    ４７７ 

△    ２４３ 

△    ７１４ 

７，６７５ 

△    ２０３ 

△    ７３７ 

１６５ 

１６５ 

△  ３，２２９ 

９６２ 

△  ３，８７８ 

４１ 

△    １０４ 

△    ２４９ 

４２２ 

４２２ 

 

資 産 合 計              １１２，２９５ １２１，３７２ △  ９，０７７ 
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                                                                                  （単位：百万円） 

負 債 、 少 数 株 主 持 分 及 び 資 本 の 部                                 

科 目                   
当連結会計年度 

平成１６年３月３１日 

前連結会計年度 

平成１５年３月３１日 
増   減 

   負 債 の 部             

流 動 負 債         

  支 払 手 形 ・工 事未 払金等               

  短 期 借 入 金               

  一年以内に償還予定の社債               

  一 年 以 内 に 返 済 予 定 の               

  長 期 借 入 金               

 未 払 法 人 税 等               

  賞 与 引 当 金               

  完 成 工 事 補 償 引 当 金               

  そ の 他               

 

固 定 負 債         

  社 債               

  長 期 借 入 金               

  退 職 給 付 引 当 金               

  役 員 退 職 給 与 引 当 金               

  繰 延 税 金 負 債               

  そ の 他               

 

   負 債 合 計             

 

５３，３４０ 

１６，２３４ 

２０，６２１ 

２，３００ 

８，６１９ 

６４ 

４５５ 

２６８ 

４，７７６ 

 

２７，０９６ 

－ 

２２，０２６ 

７１３ 

４００ 

４６０ 

３，４９５ 

 

８０，４３７ 

 

５０，２０５ 

１７，２３１ 

１８，６５０ 

－ 

８，６６４ 

９４ 

５４０ 

２６２ 

４，７６３ 

 

４０，５９３ 

２，５００ 

３２，１２０ 

５６６ 

１，１９６ 

－ 

４，２０９ 

 

９０，７９９ 

 

３，１３４ 

△    ９９６ 

１，９７１ 

２，３００ 

△     ４４ 

△     ２９ 

△     ８４ 

６ 

１３ 

 

△ １３，４９６ 

△  ２，５００ 

△ １０，０９４ 

１４６ 

△    ７９５ 

４６０ 

△    ７１４ 

 

△ １０，３６１ 

 

   少 数 株 主 持 分             

少 数 株 主 持 分         

 

 

１５ 

 

 

－ 

 

 

１５ 

    資 本 の 部             

資 本 金         

資 本 剰 余 金 

利 益 剰 余 金 

土地再評価差額金 

その他有価証券評価差額金 

為替換算調整勘定 

自 己 株 式         

   資 本 合 計             

 

２９，９１７ 

１，８１１ 

３８４ 

△    ９７５ 

７１１ 

－ 

△      ７ 

３１，８４１ 

 

２９，９１７ 

１６，９２７ 

△ １４，７７６ 

△    ９９９ 

△     ７３ 

△    ４１７ 

△      ５ 

３０，５７３ 

 

－ 

△ １５，１１６ 

１５，１６１ 

２４ 

７８４ 

４１７ 

△      ２ 

１，２６８ 

   負 債 、 少 数 株 主 持 分             

   及 び 資 本 合 計             
１１２，２９５ １２１，３７２ △  ９，０７７ 
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連結損益計算書 
                                                                                （単位：百万円） 

当連結会計年度 

自 平成１５年４月 １日 

至 平成１６年３月３１日 

前連結会計年度 

自 平成１４年４月 １日 

至 平成１５年３月３１日 

増       減  

    科             目 

 
金        額 構成比率 金        額 構成比率 金        額 増 減 率        

 売 上 高           

 売 上 原 価           

   売 上 総 利 益           

 販売費及び一般管理費 

   営 業 利 益           

９６，８３２ 

７６，７３７ 

２０，０９５ 

１８，８５５ 

１，２３９ 

100.0

 79.2

 20.8

 19.5

1.3

１０２，７５８ 

８２，０１８ 

２０，７３９ 

１８，９５７ 

１，７８１ 

100.0 

 79.8 

 20.2 

 18.5 

1.7 

△ ５，９２５ 

△ ５，２８１ 

△   ６４３ 

△   １０１ 

△   ５４２ 

△ 5.8

△ 6.4

△ 3.1

△ 0.5

△30.4

 営業外収益       

  受取利息及び受取配当金 

  そ の 他            

 

２９２ 

３２４ 

  

１７７ 

５１４ 

  

１１５ 

△   １８９ 

 

  営 業 外 収 益 合 計            ６１７ 0.6 ６９２ 0.7 △    ７４ △10.8

 営業外費用       

  支 払 利 息            

  そ の 他            

 

１，４３４ 

３７０ 

  

１，６５１ 

１，１５７ 

  

△   ２１７ 

△   ７８６ 

 

 営 業 外 費 用 合 計            １，８０４ 1.8 ２，８０８ 2.7 △ １，００３ △35.7

   経常利益又は経常損失（△） ５２ 0.1 △   ３３４ △ 0.3 ３８７ －

 特 別 利 益       ２，１６７ 2.2 ２，９０７ 2.8 △   ７３９ △25.4

 特 別 損 失       ９５４ 1.0 ６，７１３ 6.5 △ ５，７５９ △85.8

   税金等調整前当期純利益又は

   税金等調整前当期純損失（△）
１，２６６ 1.3 △ ４，１４０ △ 4.0 ５，４０７ －

   法人税、住民税及び事業税 １７８ 0.2 １５４ 0.2 ２３ 15.3

   法 人 税 等 還 付 税 額 － － １６６ △ 0.2 △   １６６ △100.0

   法 人 税 等 調 整 額 ２５７ 0.2 ４，５４１ 4.4 △ ４，２８３ △94.3

  少 数 株 主 損 失 ０ 0.0 － － ０  －

  当 期 純 利 益 又 は

  当 期 純 損 失 （ △ ）
８３０ 0.9 △ ８，６７０ △ 8.4 ９，５００ －
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連結剰余金計算書 
                                                                                            （単位：百万円） 

科        目 

当連結会計年度 

自 平成１５年４月 １日 

至 平成１６年３月３１日 

前連結会計年度 

自 平成１４年４月 １日 

至 平成１５年３月３１日 

                 金                  額 金                   額 

資本剰余金の部     

  資本剰余金期首残高  １６，９２７  ３１，１６７ 

  資本剰余金減少高     

      利益剰余金への振替によ 

る減少高 
    １５，１１６     １５，１１６     １４，２３９     １４，２３９ 

資本剰余金期末残高               １，８１１              １６，９２７ 

     

利益剰余金の部     

利益剰余金期首残高     △ １４，７７６     △ １４，５０１ 

  利益剰余金増加高     

  当 期 純 利 益        ８３０         －  

  資本剰余金からの振替に 

よる増加高 
    １５，１１６      １４，２３９  

    連結子会社の減少による 

    増加高 
         １     １５，９４８        －     １４，２３９ 

利益剰余金減少高     

  当 期 純 損 失        －     ８，６７０  

  役 員 賞 与 金                        ２３              ３３  

    連結子会社の増加による 

    減少高 
 ６０                  ２４８                  

    連結子会社の減少による 

    減少高 
６８０                  －                  

     土地再評価差額金取崩額       ２４          ７８７    ５，５６２       １４，５１４ 

利益剰余金期末残高         ３８４     △ １４，７７６ 
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連結キャッシュ・フロー計算書 
 （単位：百万円）

当連結会計年度 

自 平成１５年４月 １日 

至 平成１６年３月３１日 

前連結会計年度 

自 平成１４年４月 １日 

至 平成１５年３月３１日 
科             目 

金 額 金 額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益又は 
税金等調整前当期純損失（△）  １，２６６ △  ４，１４０ 

減価償却費  １，８０３ ２，１３４ 

引当金の増減額  △    ８０４ △    ９６６ 

受取利息及び受取配当金  △    ２９２ △    １７７ 

支払利息  １，４３４ １，６５１ 

投資有価証券売却損益     △  １，２０９    ７５７ 

投資有価証券評価損  ５４ ３，０１９ 

為替差損益  ３０１ ７６５ 

売上債権の増減額  ２８６ １，２４５ 

たな卸資産の増減額  ４，０３６ ８，４２１ 

仕入債務の増減額  △    ６７７ △  １，２５９ 

その他  ８３７ ４７４ 

小計  ７，０３４ １１，９２４ 

利息及び配当金の受取額  ２９４ １８５ 

利息の支払額  △  １，４５８ △  １，７９９ 

法人税等の支払額  △    １８８ △    ６１１ 

 営業活動によるキャッシュ・フロー  ５，６８１ ９，６９８ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

 定期預金の預入による支出  △  １，７８０ △  ３，０３０ 

 定期預金の払戻による収入  １，９００ － 

 有価証券の取得による支出  － △    １９９ 

 有価証券の売却による収入  － ４００ 

 短期貸付金の増減額  ７１８ △    ２４４ 

 有形固定資産の取得による支出  △  ２，７８４ △  １，４５１ 

 有形固定資産の売却による収入  １６９ ８，４５８ 

 投資有価証券の取得による支出  － △  １，４５５ 

 投資有価証券の売却による収入  ４，１２３ ３，５５４ 

 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式 
の売却による収入  ４５ － 

 長期貸付金の貸付による支出  △    ２７４ △    ６２５ 

 長期貸付金の回収による収入  ５０２ １５３ 

 その他  △    ２３９ △    １１４ 

 投資活動によるキャッシュ・フロー  ２，３８１ ５，４４５ 
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                                                                                        （単位：百万円）

当連結会計年度 

自 平成１５年４月 １日 

至 平成１６年３月３１日 

前連結会計年度 

自 平成１４年４月 １日 

至 平成１５年３月３１日 
科             目 

金 額 金 額 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入れによる収入  １１，２４５ ２３，５００ 

短期借入金の返済による支出  △ １０，１７４ △ ２１，０７４ 

長期借入れによる収入  １，６３６ １６，０００ 

長期借入金の返済による支出  △ １２，８０６ △ １８，５１８ 

社債の償還による支出  △    １９２ △ ２１，９５４ 

転換社債の償還による支出  － △  １，１６３ 

少数株主からの払込による収入  １９ － 

その他  △      ２ △      ３ 

 財務活動によるキャッシュ・フロー  △ １０，２７４ △ ２３，２１４ 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △    ３０１ △     ７０ 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額  △  ２，５１２ △  ８，１４０ 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  １６，８５７ ２４，６８０ 

Ⅶ 
連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等
物の増減額  △  ３，１２９ ３１７ 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高  １１，２１５ １６，８５７ 
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連結財務諸表作成の基本となる重要な事項 

１．連結の範囲に関する事項 

 連結子会社数 １２社 

 連結子会社名 連結子会社名は「関係会社の状況」に記載しているため省略しました。 

  

 なお、ハウジングワークス株式会社、ハウジングテクノ株式会社及びエス・バイ・エ

ルホームセンター株式会社は当連結会計年度より営業活動を開始したため、また株式会

社宜野座カントリークラブは当連結会計年度において重要性が増したため、当連結会計

年度より連結の範囲に含めました。 

 エス・バイ・エルスマイリング株式会社及び東京エス・バイ・エル住流株式会社は当

連結会計年度において解散し、S×L AMERICA,INC．及びS×L REAL ESTATE,INC.について

は事業活動の終了により、重要性がなくなったため連結の範囲から除外しました。 

 また、エス・バイ・エルハウジング株式会社及び東京エス・バイ・エルハウジング株

式会社は清算を結了したため、日本パネフォーム株式会社は株式の売却により子会社で

はなくなったため、連結の範囲から除外しました。なお、エス・バイ・エルハウジング

株式会社、東京エス・バイ・エルハウジング株式会社の清算結了までの期間及び日本パ

ネフォーム株式会社の株式売却までの期間の損益は連結損益計算書に含まれておりま

す。 

 

 非連結子会社名 エス・バイ・エル明成建設株式会社                     

  

エ ス ・ バ イ ・ エ ル 福 井 株 式 会 社                     

Ｓ×Ｌ ＡＭＥＲＩＣＡ，ＩＮＣ． 

Ｓ×Ｌ ＲＥＡＬ ＥＳＴＡＴＥ，ＩＮＣ． 

 

 

 

 

上記の非連結子会社は、いずれも営業規模が小さく、合計の総資産、売上高、当期純損

益及び利益剰余金（持分に見合う額）はいずれも連結財務諸表に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がないため連結の範囲に含めておりません。 

２．持分法の適用に関する事項 

       持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社 

 非連結子会社名 エス・バイ・エル明成建設株式会社                     

  

エ ス ・ バ イ ・ エ ル 福 井 株 式 会 社                     

Ｓ×Ｌ ＡＭＥＲＩＣＡ，ＩＮＣ． 

Ｓ×Ｌ ＲＥＡＬ ＥＳＴＡＴＥ，ＩＮＣ． 

 関 連 会 社 名               堀 内 商 事 株 式 会 社                     

  エス・バイ・エルファニチャー株式会社                     

  

上記の持分法非適用の非連結子会社及び関連会社は、それぞれ連結純損益及び利益剰余

金に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性がないため、持分法を適用して

おりません。 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

    連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

  １．重要な資産の評価基準及び評価方法 

   （１）有価証券 

        その他有価証券 

        ・時価のあるもの                   

            株式、証券投資信託の受益証券 …… 期末前１ヶ月の市場価格等の平均に基づく時価法 

            債券 …………………………………… 期末日の市場価格等に基づく時価法 

            （いずれも評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

        ・時価のないもの ………………………… 移動平均法による原価法 

   （２）デリバティブ  …………………………… 時価法 

   （３）棚卸資産 

    未成工事支出金 …………………………… 個別法による原価法 

    分 譲 用 建 物        …………………………… 個別法による原価法 
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    分 譲 用 土 地        …………………………… 個別法による原価法 

    商       品        …………………………… 売価還元法による原価法 

    製品・仕掛品        …………………………… 総平均法による原価法 

    材料及び貯蔵品 …………………………… 主として移動平均法による原価法 

  ２．重要な減価償却資産の減価償却の方法 

   （１）有形固定資産        

    ・建 物      …………………………… 定額法 

    ・その他      …………………………… 定率法（石垣島及び軽井沢のリゾートホテルの構築物等、一部の子会

社については定額法） 

    なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

     建物及び構築物   ３～47年 

     機械装置及び運搬具 ２～20年 

  （２）無形固定資産        ……………………… 定額法 

（なお、ソフトウェア（自社利用分）は社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法） 

 ３．重要な繰延資産の処理方法 

    開 業 費    …………………………… 商法の規定に基づき開業後、５年均等償却 

 

  ４．重要な引当金の計上基準 

      （１）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

      （２）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、翌期の支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき金額を計上してお

ります。 

      （３）完成工事補償引当金 

引渡済建物の瑕疵担保責任に基づく補償費及びアフタ－サ－ビス補修費の支出に備えるため、完成工事高及

び分譲用建物売上高に過去の一定期間における瑕疵担保責任に基づく補償費及びアフタ－サ－ビス補修費の

実績から算出した実績率を乗じた発生見込額を計上しております。 

      （４）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計

上しております。なお、会計基準変更時差異（807百万円）については、５年による按分額を費用処理してお

り、特別損失に計上しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 

過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）による定額法により費

用処理しております。 

      （５）役員退職給与引当金 

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上することとしておりましたが、

当社の取締役会及び監査役会において、役員退職慰労金の内規を廃止し、平成16年３月31日現在の要支給額

のうち退職時に支給する予定額を除き、新たな退職慰労金は支給しないことを決議いたしました。 

これに伴う役員退職給与引当金の取崩額は、特別利益に計上しております。 

なお、この引当金は商法施行規則第43条に規定する引当金であります。 

また、エス・バイ・エルトラスト株式会社、エス・バイ・エル住工株式会社、コングロエンジニアリング株

式会社、エス・バイ・エル東北株式会社及びエス・バイ・エルホームセンター株式会社以外の子会社につい

ては役員退職金制度はありません。 

 

  ５．重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

        外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。 

 

  ６．重要なリース取引の処理方法 

       リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃
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貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

  ７．重要なヘッジ会計の方法 

     （１）ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ会計を採用しております。なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は、

特例処理（支払利息に加減）を採用しております。また､為替予約等が付されている外貨建予定取引の内、振当

処理の要件を満たしている場合は振当処理を採用しております。 

   （２）ヘッジ対象とヘッジ手段 

          （ヘッジ対象）                      （ヘッジ手段） 

           借入利息、社債利息 …………………… 金利スワップ 

           外貨建予定取引 ………………………… 通貨スワップ、為替予約 

   （３）ヘッジ方針 

金利及び為替の市場変動リスクの回避とキャッシュ・フローの固定化を目的としており、投機的なデリバティ

ブ取引は行っておりません。 

     （４）ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の相場変動又はキャッシュ・フロー変

動の累計を比較し、その変動額の比率によって有効性を評価しております。 

なお、金利スワップの特例処理はその要件を満たすことにより、また、振当処理を採用しているものについて

はキャッシュ・フローを完全固定化するものと認められるためヘッジの有効性の判定は省略しております。 

 

  ８．その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

     （１）消費税等の会計処理 

          税抜方式によっております。 

     （２）連結納税制度の適用 
          連結納税制度を適用しております。 

 

５．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価は、全面時価評価法によっております。 

 

６．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

  連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作成しております。 

 

７．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還期限の到来

する短期投資であります。 

 
 

 

注記事項 
．（連結貸借対照表関係） 

 当連結会計年度 前連結会計年度 

 平成１６年３月３１日 平成１５年３月３１日 

１．非連結子会社及び関連会社に対するもの 

    投資有価証券   

子会社株式 

関連会社株式 

２，８４５ 百万円

２５ 

２９８ 百万円

２５ 

２．担保提供資産  ２８，００２  １２，４８９ 

３．保 証 債 務                   ６８９ ３，３９４ 

４．事業用土地の再評価 

「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部を改

正する法律」（平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、再評価差額金につい

ては「土地再評価差額金」として資本の部に全額を計上しています。 



 -18-

（１）再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第１号に定める当該事業用

土地の近隣の地価公示法（昭和44年法律第49号）第６条に規定する標準地について同条の規定により公示され

た価格に合理的な調整を行って算定する方法によっております。 

（２）再評価を行った年月日              平成１４年３月３１日 

（３）再評価を行った事業用の土地の当期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 

                            ８７１ 百万円 

 

 

（連結損益計算書関係） 

 

当連結会計年度 

自 平成１５年４月 １日 

至 平成１６年３月３１日 

前連結会計年度 

自 平成１４年４月 １日 

至 平成１５年３月３１日 

 特別利益、特別損失の主な内訳   

    特 別 利 益   

       固 定 資 産 売 却 益 １０ 百万円 ２，４５４ 百万円

       投 資 有 価 証 券 売 却 益 １，２２４ １１７ 

       役員退職給与引当金戻入益 ７０２ ２８４ 

     特 別 損 失   

       固 定 資 産 除 売 却 損 ３３３ １，４１４ 

       投 資 有 価 証 券 売 却 損 １５ ８７４ 

       投 資 有 価 証 券 評 価 損 ５４ ３，０１９ 

       た な 卸 資 産 評 価 損 １３９ ７８７ 

       貸 倒 引 当 金 繰 入 額 － ６０ 

       退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額 １６３ １６１ 

 

 

 

（連結キャッシュフロー計算書関係） 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 当連結会計年度 前連結会計年度 

 平成１６年３月３１日 平成１５年３月３１日 

       現金預金勘定 １４，１６６ 百万円 １９，９３７ 百万円

       預入期間が３ヶ月を超える定期預金  △   ２，９５１     △   ３，０８０    

       現金及び現金同等物 １１，２１５    １６，８５７    

 

 

 

（リース取引関係） 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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 （税効果会計関係） 

当連結会計年度 

平成１６年３月３１日現在 

前連結会計年度 

平成１５年３月３１日現在 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

繰延税金資産 

繰越欠損金              15,773百万円

譲渡損益調整損            2,225 

たな卸資産評価損            1,700 

投資有価証券評価損            531 

退職給付引当金否認           276 

賞与引当金否認             184 

貸倒引当金損金算入限度超過額       176 

役員退職給与引当金否認         163 

減価償却費               101 

固定資産の未実現利益          101 

その他                   252 

繰延税金資産小計            21,489 

評価性引当額             △20,671 

繰延税金資産合計              817 

繰延税金負債 

その他有価証券差額金        △   486 

繰延税金負債合計           △   486 

繰延税金資産の純額              330 

 

再評価に係る繰延税金資産          396 

評価性引当額             △   396 

再評価に係る繰延税金資産の純額       － 

繰延税金資産 

繰越欠損金              16,254百万円

たな卸資産評価損            2,471 

譲渡損益調整損            2,389 

貸倒引当金損金算入限度超過額     1,704 

投資有価証券評価損          1,036 

役員退職給与引当金否認         485 

減価償却費               113 

固定資産の未実現利益          106 

その他                 1,091 

繰延税金資産小計            25,652 

評価性引当額             △24,554 

繰延税金資産合計            1,098 

繰延税金負債 

子会社の資産及び負債の評価差額   △   119 

繰延税金負債合計           △   119 

繰延税金資産の純額              979 

 

再評価に係る繰延税金資産          404 

評価性引当額             △   404 

再評価に係る繰延税金資産の純額       － 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 

 

法定実効税率              42.0％ 

（調整） 

永久に損金に算入されない項目        3.4 

永久に益金に算入されない項目   △  1.8 

均等割税額                 3.9 

評価性引当額            △ 99.1 

期限切れとなった税務上の繰延欠損金  81.6 

外国法人税控除不能          6.0 

その他               △  1.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率     34.4 
 

当連結会計年度は、税金等調整前当期純損失である 

ため、差異原因は注記しておりません。 
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セグメント情報 
 

  １．事業の種類別セグメント情報 

      当連結会計年度（自 平成１５年４月 １日 至 平成１６年３月３１日）                   （単位：百万円） 

 住宅事業 
リゾート 

事  業 

不 動 産     

賃貸事業 

その他の 

事  業 
計 

消 去 又         

は 全 社         
連   結 

 

 Ⅰ売上高及び営業損益                   

   売 上 高                 

(1) 外部顧客に対する売上高 90,728 1,547 1,782 2,774 96,832 － 96,832  

(2) セ グ メ ン ト 間 の            

内部売上高又は振替高            158 20 34 1,674 1,887 ( 1,887) －
 

 

             計 90,887 1,567 1,816 4,448 98,720 ( 1,887) 96,832
 

 

   営 業 費 用         87,992 2,148 1,087 4,232 95,461 131  95,593
 

 

   営業利益又は営業損失(△) 2,894 △   580 729 216 3,259 ( 2,019) 1,239
 

 

 Ⅱ資産、減価償却費及び           

   資本的支出 

    

 

   資            産         39,258 21,492 25,415 4,505 90,672 21,622 112,295  

   減 価 償 却 費         253 664 323 640 1,881 (   78) 1,803
 

 

   資 本 的 支 出         194 2,358 28 304 2,885 142 3,028
 

 

 

 

      前連結会計年度（自 平成１４年４月 １日 至 平成１５年３月３１日）                   （単位：百万円） 

 住宅事業 
リゾート 

事  業 

不 動 産     

賃貸事業 

その他の 

事  業 
計 

消 去 又         

は 全 社         
連   結 

 

 Ⅰ売上高及び営業損益                   

   売 上 高                 

(1) 外部顧客に対する売上高 95,519 1,482 2,841 2,914 102,758 － 102,758  

(2) セ グ メ ン ト 間 の            

内部売上高又は振替高            391 20 31 1,826 2,269 ( 2,269) －
 

 

             計 95,911 1,502 2,872 4,740 105,027 ( 2,269) 102,758
 

 

   営 業 費 用         92,874 2,149 1,749 4,402 101,176 (   199) 100,976
 

 

   営業利益又は営業損失(△) 3,036 △   647 1,123 338 3,850 ( 2,069) 1,781
 

 

 Ⅱ資産、減価償却費及び           

   資本的支出 

    

 

   資            産         45,928 17,151 28,970 6,109 98,160 23,212 121,372  

   減 価 償 却 費         256 678 539 737 2,211 (   77) 2,134
 

 

   資 本 的 支 出         286 51 744 430 1,513 42 1,556
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（注）１．事業区分の方法 

           事業区分は事業内容の類似性により区分しております。 

 

    ２．各事業の主要な製品（商品又は役務を含む）  

                                                      

         （１）住 宅 事 業        …………… 戸建住宅・アパートメントハウス・戸建分譲住宅・分譲マンション・ 

                                      代理店向け建設用部材・一般建設用資材・住宅のフランチャイズ事業 

         （２）リゾート事業        …………… ホテル事業収入 

         （３）不動産賃貸事業        …………… 賃貸料収入 

         （４）その他の事業        …………… 日用雑貨・室内装飾品・ファイナンス収入・不動産仲介料収入・ 

                      リース収入 

 

      ３. 営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社本社の総務部門等 

          管理部門に係る費用であります。                                        

            当連結会計年度          ２，２２２  百万円 

            前連結会計年度        ２，３６２ 百万円 

 

      ４. 資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なものは、親会社での余資運用資金（現金及び 

          有価証券）、長期投資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。    

            当連結会計年度       ２１，７８３ 百万円 

            前連結会計年度       ２３，５９４ 百万円 

 

  ２． 所在地別セグメント情報 

        該当事項はありません。 

  

  ３． 海外売上高 

        該当事項はありません。                                                                                            

 

生産、受注及び販売の状況 
 

(1)受注状況 （単位：百万円）

事業の種類別セグメントの

名称 
受注高（百万円） 

前年同期比 

（％） 
受注残高（百万円） 

前年同期比 

（％） 

住宅事業 86,761 △ 2.2 29,631 △ 14.7 

 

(2)売上実績 
（単位：百万円）

事業の種類別セグメント 

の 名 称            

当連結会計年度 

自 平成１５年４月 １日 

至 平成１６年３月３１日 

前年同期比（％） 

住宅事業 90,728 △ 5.0 

リゾート事業 1,547 4.4 

不動産賃貸事業 1,782 △ 37.3 

その他の事業 2,774 △ 4.8 

合計 96,832 △ 5.8 

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

      ２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

      ３．当社グループ（当社及び当社の関係会社）では住宅事業以外は受注生産を行っておりません。 

      ４．(1)受注実績は期中受注高を表示しております。 

      ５．当社グループ（当社及び当社の関係会社）では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載して 

     おりません。 
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有価証券関係 
                                                 

１．売買目的有価証券 

      該当事項はありません。 

 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

      該当事項はありません。 

 

３．その他有価証券で時価のあるもの 

                                                                                                  （単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 

平成１６年３月３１日 平成１５年３月３１日 
 種類 

取得原価 
連 結
貸借対照表
計 上 額

差    額 取得原価 
連 結
貸借対照表
計 上 額

差    額 

(1)株式 670 1,701 1,031 140 174 34

(2)債券  

    国債・地方債等 84 89 4 84 91 6

    社債 250 425 175 250 275 25

    その他 － － － － － －

(3)その他 － － － － － －

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えるもの 

小計 1,005 2,216 1,210 475 541 65

(1)株式 705 693 △    12 4,092 3,953 △   139

(2)債券  

    国債・地方債等 9 9 △     0 － － －

    社債 － － － － － －

    その他 － － － － － －

(3)その他 － － － － － －

連結貸借対照表
計上額が取得原
価を超えないも
の 

小計 715 702 △    12 4,092 3,953 △   139

合計 1,720 2,918 1,198 4,568 4,494 △    73

（注）当連結会計年度において、著しく時価の下落した有価証券に対して減損処理を行っており、その金額は株式54百万円 

   であります。 

    なお、当該株式の減損にあたっては、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合及び、30％以上50％未満下落した 

   場合は、個別に時価の回復可能性を判定して、回復可能性がないものについては減損処理を行っております。 

 

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券                                                                        

                                                                                          （単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

自 平成１４年４月 １日 
至 平成１５年３月３１日 

売却額 売却益の合計 売却損の合計 売却額 売却益の合計 売却損の合計 

2,798 1,186 15 3,609 150 1,060 
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５．時価のない主な有価証券の内容                                                                        

                                                                                      （単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 

平成１６年３月３１日 平成１５年３月３１日  
連結貸借対照表    
計 上 額        摘 要 

連結貸借対照表    
計 上 額        摘 要 

その他有価証券     

  非上場株式（店頭売買株式を除く） 60  87  

  非上場外国優先出資株式 1,300  1,300  

合計 1,360  1,387  

 

６．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額          

                                                                                                    （単位：百万円） 

当連結会計年度 前連結会計年度 

平成１６年３月３１日 平成１５年３月３１日  

1年以内 
1 年 超 
5年以内 

5 年 超    
10年以内

10年超 1年以内 
1 年 超 
5年以内 

5 年 超    
10年以内

10年超 

１．債券         

    (1)国債・地方債等 － 48 49 － － － 91 － 

    (2)社債 － 425 － － － 275 － － 

    (3)その他 － － － － － － － － 

２．その他         

    投資信託 － － － － － － － － 

合計 － 473 49 － － 275 91 － 

 

 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
 

 ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 
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退職給付関係 
 

１．採用している退職給付制度の概要 

 

 当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、適格年金制度及び退職一時金制度を設けております。当社におき

ましては、昭和45年12月30日より適格年金制度を採用しております。勤続10年未満の従業員については、退職一時金制度よ

り退職金を支払い、勤続10年以上の従業員については、全額適格年金制度より給付しております。なお、当社及び国内連結

子会社4社は、共同委託の適格年金制度をとっております。また、厚生年金基金制度として総合基金である大阪府建築厚生

年金基金に昭和49年8月1日より加入しております。 

 

 

２．退職給付債務に関する事項 

（単位：百万円） 

    当連結会計年度 前連結会計年度 

 平成１６年３月３１日 平成１５年３月３１日 

イ．退職給付債務            △ ４，０５１            △ ４，１７２ 

ロ．年金資産                ３，２２３                ２，８２７ 

ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ）            △    ８２７            △  １，３４４ 

ニ．会計基準変更時差異の未処理額                １６３                ３０７ 

ホ．未認識数理計算上の差異            △     ６９                ４４２ 

ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額）                 ２０                 ２７ 

ト．連結貸借対照表計上額純額            △   ７１３            △   ５６６ 

チ．前払年金費用                 －                 － 

リ．退職給付引当金（ト－チ）            △   ７１３            △   ５６６ 

     (注) 一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

 

 

３．退職給付費用に関する事項 

（単位：百万円） 

 
当連結会計年度 

自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

前連結会計年度 
自 平成１４年４月 １日 
至 平成１５年３月３１日 

イ．勤務費用            ６８０             ６７３ 

ロ．利息費用              ７７              ７９ 

ハ．期待運用収益     △    ６７     △    ９３ 

ニ．会計基準変更時差異の費用処理額             １６３             １６１ 

ホ．数理計算上の差異の費用処理額        ４７        ２２ 

ヘ．過去勤務債務の費用処理額                 ６                 ４ 

ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ）             ９０７             ８４７ 

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ．勤務費用」に計上しております。 
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４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当連結会計年度 
自 平成１５年４月 １日 
至 平成１６年３月３１日 

前連結会計年度 
自 平成１４年４月 １日 
至 平成１５年３月３１日 

イ．退職給付見込み額の期間配分方法 期間定額基準 同  左 

ロ．割引率 ２．０％ ２．０％ 

ハ．期待運用収益率 ２．５％ ３．０％ 

ニ．過去勤務債務の費用処理年数 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（５年）による定額法

により費用処理しております。 

同  左 

ホ．数理計算上の差異の費用処理年数 発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により、翌連結会計年

度から費用処理することとして

おります。 

 

同  左 

 

 

 

関連当事者との取引 
 

 当連結会計年度（自 平成１５年４月 １日  至 平成１６年３月３１日） 

 

   該当事項はありません 

 

 前連結会計年度（自 平成１４年４月 １日  至 平成１５年３月３１日） 

子会社等 （単位：百万円）

関 係 内 容

属 性 
会 社 等 

の 名 称 
住 所 

資本金又

は出資金 

事業の内容

又 は 職 業

議決権等の

所有（被所

有 ） 割 合
役員の

兼 任

事業上

の関係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

金銭の貸付 1,199 長期貸付金 3,508

子会社 

㈱宜野座

ｶﾝﾄﾘｰｸﾗ

ﾌﾞ 

沖縄県 

国頭郡 

宜野座村 

100 
ｺﾞﾙﾌ場の建

設及び運営

(所有) 

直接  100%

間接    0%

兼務 

 2名

金銭の

貸付及

び債務

保証 債務保証 2,372 － －

 (注)上記の金額については消費税等は含まれておりません。 

   取引条件及び取引条件の決定方針等 

    １．株式会社宜野座カントリークラブに対する債務保証は、ゴルフ場の建設資金として株式会社みずほコーポ 

      レート銀行からの融資 2,372百万円に対して保証したものであります。なお、取引金額は期末残高で記載 

      しております。 

    ２．貸付金の貸付条件については、一般取引先と同様であります。 


